
 

 

 

 

 

 

虐待防止のための指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
アイリー児童発達支援・放課後等デイサービス 

【重症心身障害・医療的ケア】



1. 事業所における虐待防止に関する基本的な考え方 
 

虐待は人権侵害であり、犯罪行為という認識のもと、虐待防止法の理念に基づき、利用者の

尊厳の保持・人格の尊重を重視し、権利利益の擁護に資することを目的に、虐待の早期発見・

早期対応に努め、虐待に該当する次の行為のいずれも行わないこととする。 

 

 

1. 身体的虐待 

●外傷とは打撲傷、あざ（内出血）、骨折、頭蓋内出血などの頭部外傷、内臓損傷、刺傷、たばこなどによる火傷

など。 

●生命に危険のある暴行とは首を絞める、殴る、蹴る、投げ落とす、激しく揺さぶる、熱湯をかける、布団蒸しに

する、溺れさせる、逆さ吊りにする、異物をのませる、食事を与えない、冬戸外にしめだす、縄などにより一室に

拘束するなど。 

●意図的に子どもを病気にさせる。など 

 

2. 性的虐待 

● 子どもへの性交、性的暴行、性的行為の強要・教唆など。 

● 性器を触る又は触らせるなどの性的暴力、性的行為の強要・教唆など。 

● 性器や性交を見せる。 

● ポルノグラフィーの被写体などに子どもを強要する。 

 

3. ネグレクト 

● 子どもの健康・安全への配慮を怠っているなど。例えば、(1)家に閉じこめる （子どもの意思に反して学

校等に登校させない)、(2)重大な病気になっても病院に連れて行かない、(3)乳幼児を家に残したまま度々外

出する、(4)乳幼児を車の中に放置するなど。 

● 子どもにとって必要な情緒的欲求に応えていない（愛情遮断など）。 

● 食事、衣服、住居などが極端に不適切で、健康状態を損なうほどの無関心・怠慢など。例えば、(1)適切

な食事を与えない、(2)下着など長期間ひどく不潔なままにする、(3)極端に不潔な環境の中で生活をさせる

など。 

● 親がパチンコに熱中している間、乳幼児を自動車の中に放置し、熱中症で子どもが死亡したり、誘拐され

たり、乳幼児だけを家に残して火災で子どもが焼死したりする事件も、ネグレクトという虐待の結果であるこ

とに留意すべきである。 

● 子どもを遺棄する。 

● 祖父母、きょうだい、保護者の恋人などの同居人が（1）、（2）又は（4）に掲げる行為と同様の行為を行っ

ているにもかかわらず、それを放置する。 

 

4. 心理的虐待 

● ことばによる脅かし、脅迫など。 

● 子どもを無視したり、拒否的な態度を示すことなど。 

● 子どもの心を傷つけることを繰り返し言う。 

● 子どもの自尊心を傷つけるような言動など。 

● 他のきょうだいとは著しく差別的な扱いをする。 

● 子どもの面前で配偶者やその他の家族などに対し暴力をふるう。 



2. 虐待防止委員会その他施設内の組織に関する事項 
 

⑴ 虐待防止委員会の設置                                       

虐待発生防止に努める観点から、身体拘束等の適正化の関する協議と併せて「身体

拘束適正化・虐待防止検討委員会」（以下、「委員会」という。）を組成する。なお、本委

員会の運営責任者は事業所の管理者とし、児童発達支援管理責任者、支援員を「虐

待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（以下担当者）」とする。また、

必要に応じて第三者や専門家を活用することに努める。 

  委員会は、年１回以上開催し、次のことを協議する。  

① 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関すること 

② 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

③ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

④ 虐待等について、職員が相談・報告できる体制整備に関すること              

⑤ 職員が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための 

方法に関すること 

⑥ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に 

関すること 

⑦ 再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること  

 
⑵ 虐待防止に関する責務等                                                         

虐待防止に関する統括責任者は管理者とする。 虐待防止に関する責任者は、本指針及び

委員会で示す方針等に従い、虐待の防止を啓発、普及する為の職員に対する研修の実施

を図るとともに、日常的な虐待の防止等の取り組みを推進する。 また、責任者は虐待を発見

しやすい立場にあることを自覚し、虐待の早期発見に努めなければならない。なお、虐待を

受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市に通報しなければならな

い。 

 

3. 虐待防止のための職員研修に関する基本方針 
 

虐待防止のための職員研修を原則年  1  回および職員採用時に実施する。研修内容

は、基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、本指針に基づ

き、権利擁護及び虐待防止を徹底する。研修の実施内容については、研修資料、実

施概要、出席者等を記録し、電磁的記録等により保存する。  

 

4. 事業所内で発生した虐待の報告方法等の方策に関する基本方針 
 

虐待又はその疑いが発生した場合には、速やかに市町村に報告するとともに、その要因

の除去に努める。客観的な事実確認の結果、虐待者が職員等であったことが判明した

場合には、役職位の如何を問わず、厳正に対処する。緊急性の高い事案の場合には、

市町村及び警察等の協力を仰ぎ、被虐待者の権利と生命の保全を優先する。 



 

5. 虐待発生時の対応に関する基本方針 
 

職員等が他の職員等による利用者への虐待を発見した場合、担当者に報告する。虐

待者が担当者本人であった場合は、統括責任者に相談する。                                                                        

担当者は、職員等からの相談及び報告があった場合には、報告を行った者の権利が

不当に侵害されないよう細心の注意を払った上で、虐待等を行った当人に事実確認

を行う。虐待者が担当者の場合は、統括責任者が担当者を代行する。また、必要

に応じて関係者から事情を確認し、時系列で概要を整理する。事実確認の結果、虐

待等の事象が事実であることが確認された場合には、当人に対応の改善を求め、就業

規則等に則り必要な措置を講じることとする。また、上記の対応を行ったにもかかわら

ず、善処されない場合や緊急性が高いと判断される場合は、市町村の窓口等外部機

関に相談する。 

事実確認を行った内容や、虐待等が発生した経緯等を踏まえ、委員会において当該事

案がなぜ発生したか検証し、原因の除去と再発防止策を作成し、職員に周知する。   

また、必要に応じ、関係機関や地域住民等に対して説明し、報告を行う。 

 

 

6. 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 
 

虐待防止のための指針は、求めに応じていつでも利用者及び家族等が 自由に閲覧できるよ

うに、当法人のホームページにて公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則 

この指針は、令和 ６ 年 ３ 月 1 日より施行する。 

 


